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1 趣旨 

 

「木更津市人口ビジョン」は、まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）第

10 条の規定により、本市の人口について分析を行い、平成 54（2042）年（市制施行 100 周年）

を展望する中で、今後、めざすべき将来の方向と将来人口を示し、市民と認識を共有するも

のです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

木更津市中心市街地 
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２ 人口の動向分析 

（１）総人口の推移 

 

本市の総人口は、昭和 60 年からの長期にわたり、12 万人台前半で推移してきましたが、

東京湾アクアライン（以下、「アクアライン」という。）通行料金の引下げや、その効果で

ある大型商業施設等の相次ぐ出店、土地区画整理事業に伴う住宅地整備の進展などを背景

に、平成 18 年以降、人口が年々増え続けています。平成 27 年 10 月現在の人口は 134,175

人で、平成 17 年からの約 10 年間で人口が 9.8％増加しています。【図表２－１－１、図表

２－１－２】 

 

県内では、平成 22 年から平成 27 年にかけて人口が増加した自治体が 42 市区中 15 市区

ありますが、本市の人口増加率（4.8％増）は、沿線開発が進む流山市（6.6％増）、印西

市（5.1％増）、千葉市緑区（5.0％増）に次いで４番目の伸びとなっています。【各年 1月

1 日常住人口】 

 

図表２－１－１ 総人口の推移 

 

出典：木更津市統計書（各年 10 月１日現在の常住人口） 
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図表２－１－２ 総人口の推移（増減数・増減率） 

 

出典：木更津市統計書（各年 10 月１日現在の常住人口） 

 

年齢３区分別に見た人口構成によると、老年人口（65 歳以上）の割合が、平成 17 年４

月１日の18.1％（県内市部平均16.0％）から、平成27年４月１日現在は25.7％（同24.4％）

へと高まっており、県内市部の中では平均をやや上回る水準となっています。 

一方、生産年齢人口（15 歳～64 歳）や年少人口（０歳～14 歳）が占める割合は年々減

少しており、このような人口構造の変化は、支え手である生産年齢人口の扶養負担を高め

るものとなっています。本市の老年人口１人当たりの生産年齢人口の規模を見ると、平成

７年は老年人口１人に対して生産年齢人口が 6.1 人であったのに対し、平成 17 年は 3.8

人、平成 27 年は 2.4 人へと大きく減少しています。【図表２－１－３、図表２－１－４】 
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図表２－１－３ 年齢３区分別人口の構成 

 
出典：木更津市「住民基本台帳人口（各年４月１日）」 

 

図表２－１－４ 老年人口１人当たりの生産年齢人口の人数 

 
出典：木更津市「住民基本台帳人口（各年４月１日）」 
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（２）出生数や死亡数の推移 

 

出生や死亡（自然動態）の推移については、高齢化に伴い各年の死亡数が増える一方、

出生数についてはほぼ横ばいが続いていることから、平成 18 年に初めて自然減（出生数

993 人＜死亡数 1,031 人）となっています。引き続き少子高齢化が進行すれば、自然動態

の減少幅が拡大することが見込まれています。【図表２－２－１】 

 

図表２－２－１ 自然動態の推移 

 

  
出典：木更津市「住民基本台帳人口（１月１日～12 月 31 日）」 
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元年 508 1,141 633
2年 433 1,132 699
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4年 337 1,127 790
5年 340 1,162 822
6年 307 1,125 818
7年 228 1,088 860
8年 276 1,155 879
9年 182 1,069 887
10年 255 1,094 839
11年 160 1,060 900
12年 276 1,120 844
13年 175 1,051 876
14年 155 1,101 946
15年 70 1,040 970
16年 52 1,031 979
17年 41 1,076 1,035
18年 ▲ 38 993 1,031
19年 ▲ 40 971 1,011
20年 ▲ 115 1,025 1,140
21年 ▲ 100 1,055 1,155
22年 72 1,134 1,062
23年 ▲ 72 1,104 1,176
24年 ▲ 65 1,135 1,200
25年 ▲ 51 1,101 1,152
26年 ▲ 210 1,023 1,233
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（３）転入数や転出数の推移 

 

転入や転出（社会動態）の推移については、転入数については概ね横ばいであるのに

対し、転出数については長期的に逓減傾向にありましたが、平成 18 年以降、転出数が大

幅に減少したことで（転出数：平成 17 年 6,391 人、平成 18 年 5,460 人）、社会動態（転

入数－転出数）としてもプラスに転じています。このため、本市の人口が年々増え続け

ている要因としては、交通利便性の向上等に伴う転出抑制による効果が大きいと言えま

す。【図表２－３－１】 

 

図表２－３－１ 社会動態の推移 

  
 

 
出典：木更津市「住民基本台帳人口（１月１日～12 月 31 日）」 
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男女別・５歳階級別に見た純移動数（転入者数－転出者数）については、転入超過で

あった平成 26 年時点では、男女ともに 20 代後半に転入数、転出数の山があり、その差

（転入超過数）が大きなプラスとなっています。【図表２－３－２】 

 

 

図表２－３－２ ５歳階級別の純移動数（平成 26 年） 

 

 

 

出典：木更津市「住民基本台帳人口（１月１日～12 月 31 日）」 
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転入元・転出先については、隣接する君津市との間で最も社会移動が大きく、平成 26

年時点では転入超過（263 人）となっています。このほか周辺自治体の中では、袖ケ浦市、

千葉市、市原市との間でわずかに転出超過である一方、富津市との間で転入超過となっ

ています。【図表２－３－３】 

 

 

図表２－３－３ 転入元・転出先の状況（平成 26 年） 

 

出典：木更津市「住民基本台帳人口（１月１日～12 月 31 日）」 
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（４）ライフステージから見た市の現状と課題 

 

市民のライフステージ（①就職⇒②結婚⇒③子育て）を踏まえた本市の現状と課題を

整理すると、次のとおりです。 

 

①就職段階における市の現状 

ア）企業進出に追い風 

本市は、アクアラインや首都圏中央連絡自動車道（以下、「圏央道」という。）の整備

進展により、東京都心部や東京国際空港（以下、「羽田空港」という。）への近接性に加

え、成田国際空港（以下、「成田空港」という。）への交通利便性が向上しており、京浜

地区と比較した地価の相対的安さ、基盤整備がなされた産業用地の存在など、企業誘致

を行ううえでの強みを有しています。 

また、アクアラインの通行料金引下げは、本市の企業活動に与える影響も大きく、こ

れまで商業施設等の相次ぐ開業や、産業道路としての活用促進につながってきました。 

そして、市内の農林水産業に関しては、小規模ながらも多様性を強みとしていますが、

厳しい競争環境や、従事者の減少、高齢化や後継者不足などの問題が山積しています。 

しかし、六次産業化・地産地消法による農林水産大臣の認定を受ける事業者が市内に

もあるなど、高付加価値化・経営の高度化に向けた取組が一部に見られます。 

 

 

イ）就職に伴う転出傾向が縮小 

国勢調査を基に、昭和 55 年以降の転入数・転出数の推移を５年間隔でみると、男女と

もに、15～19 歳から 20～24 歳になる５年の間に、大幅な転出超過が見られます。学校卒

業時の就職に伴う転出が主な理由と見られますが、交通利便性の向上等によって、その

傾向は縮小方向にあります。【図表２－４－１、図表２－４－２、図表２－４－３】 

 

 

  

企業と求職者の交流会 
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図表２－４－１ 男性の５歳階級別の純移動数の推移 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 

 

図表２－４－２ 女性の５歳階級別の純移動数の推移 

 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」 
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ウ）通勤は流出超過、通学は流入超過 

平成 22 年国勢調査によると、15 歳以上市民（就業者）のうち市内で働く割合は、男性

が 48％、女性が 66％であり、近隣市と比べると女性の市内勤務割合が高い状況がありま

す。 

参考：男性 千葉県（33％）、君津市（59％）、富津市（47％）、袖ケ浦市（41％） 

女性 千葉県（50％）、君津市（60％）、富津市（60％）、袖ケ浦市（51％） 

 

通勤者の流出入状況を見ると、本市からの流出傾向が強いのは、都内や千葉市、アクア

ライン対岸地域です（東京都区部▲2,502 人、市原市▲2,458 人、千葉市中央区▲1,407

人、袖ケ浦市▲522 人、千葉市美浜区▲471 人、君津市▲423 人、川崎市▲351 人など）。

一方、本市への流入傾向が強いのは、富津市や県南部が挙げられます（富津市 964 人、

南房総市 238 人、館山市 211 人、鋸南町 119 人、鴨川市 100 人など）。【図表２－４－３】 

通学に関しては、通勤と異なり、周辺市町村から本市への流入傾向が強く見られます（市

への流入数－市からの流出数：市原市 945 人、袖ケ浦市 362 人、君津市 333 人、富津市

284 人）。 

 

図表２－４－３ 15 歳以上通勤・通学状況（流入＝木更津市へ、流出＝木更津市から） 

  出典：平成 22 年国勢調査 
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②結婚段階における市の現状 

ア）未婚化／晩婚化の進行 

本市の生涯未婚率（＝50 歳平均未婚率）について経年比較を行うと、男性は平成２年

5.9％⇒平成 12 年 13.3％、平成 22 年 22.7％、女性は同 3.6％⇒4.1％⇒8.6％であり、確

実に生涯未婚率が高まっています。特に男性は、県平均と比べてもその割合が高い状況

にあります。 

参考：生涯未婚率の県平均は男性 20.6％、女性 9.7％（平成 22 年時点） 

 

また、年代別に未婚率を見ると、平成２年から平成 12 年にかけて、男性は 30 代以降、

女性は20代後半以降で未婚率が高まっていますが、平成12年から平成22年にかけては、

未婚率が上昇する年代層は、男性が 30 代後半以降、女性が 30 代以降に限定されていま

す。このため、直近の 10 年間に関しては、30 代前半までの男性や 20 代の女性について

結婚行動に大きな変化はないものの、その年齢を過ぎた層について非婚化や晩婚化の傾

向が見られます。【図表２－４－４】 

 

図表２－４－４ 年代別未婚率 

  

出典：国勢調査 

注：未婚率の計算式のうち分母には、婚姻状況が不明な人を含む。 

 

 

イ）出会いの必要性と結婚に対する経済的不安感 

「結婚・出産に関する意識調査」を基に、未婚者が現在独身でいる理由を見ると、上

位３項目が“出会い”と“経済的な不安”に関するものとなっています。 

第１位 現在つきあっている人がいない（41.5％） 

第２位 異性と出会う機会がない（35.4％） 

第３位 経済的な不安がある（33.8％） 
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このうち、「異性と出会う機会がない」と考えているのは、年代別に見るとその割合は

20 代で 25％、30 代と 40 代で 50％と開きがあります。同様に、「現在つきあっている人

がいない」人の割合も年代が高いほど多く見られます。このため、30 代以降の非婚化や

晩婚化が進んだ理由として、出会いの場が不足し交際に至らないことが考えられます。

【図表２－４－５】 

また、結婚に対し「経済的な不安がある」人は、特に男性に多く（男性 43％、女性 25％）、

年代による差は見られませんでした。年収別では、年収 400 万円超 600 万円未満の層で

10％未満にとどまる一方、400 万円未満の年収層では、「経済的な不安」を感じる割合が

約 40％見られます。 

 

 

図表２－４－５ 独身でいる理由（未婚者、年代別） ※複数回答 

 
出典：木更津市「結婚・出産に関する意識調査」（平成 27 年） 

37.3

25.3

34.7

18.7

25.3

16.0

29.3

18.7

8.0

9.3

6.7

1.3

1.3

2.7

42.9

50.0

32.1

21.4

21.4

28.6

0.0

14.3

21.4

3.6

0.0

7.1

3.6

7.1

53.8

50.0

34.6

34.6

3.8

11.5

0.0

7.7

11.5

0.0

0.0

3.8

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60 70

現在つきあっている人がいない

異性と出会う機会がない

経済的な不安がある

結婚の必要性を感じていない

趣味や遊びを優先したい

自由になるお金や時間が減る

まだ年齢が若い

精神的な余裕がない

仕事に集中したい

交際相手から結婚の話がない

子供を持ちたいと思えない

親の介護を抱えている

今の交際相手との結婚に不安がある

現在、婚約中である

％

20～29歳（75件）

30～39歳（28件）

40～49歳（26件）



14 

 

ウ）結婚をきっかけとした転入 

本市が行った「結婚・出産に関する意識調査」によると、本市に住み始めたきっかけ

は、既婚者の場合、「結婚にあわせて」という理由が男女ともに最も多い理由になってい

ます。【図表２－４－６】 

 

 

図表２－４－６ 木更津市に住み始めたきっかけ 

 
出典：木更津市「結婚・出産に関する意識調査」（平成 27 年） 
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③子育て段階における市の現状 

ア）子供数に対する現実と理想のギャップ 

「結婚・出産に関する意識調査」から子供数について集計すると、既婚者の実子数は

平均 1.6 人であるのに対し、理想の子供数は 2.3 人と、0.7 人相当のギャップが生じてい

ます。 

 

 

イ）合計特殊出生率※は県内で高い水準にあるが前年より低下 

本市の合計特殊出生率は、平成 22 年からの４年間、全国や千葉県平均を上回り、平成

25 年時点（1.52）では県内自治体の中で最も高い値となっていました。平成 26 年は 1.43

で、全国平均（1.42）と水準が近く、県内自治体の中では６位となっています。【図表２

－４－７、図表２－４－８】 

 

※合計特殊出生率＝出産可能年齢（15～49 歳）の女性に限定し、年齢ごとの出生率を

足し合わせ、一人の女性が生涯、何人の子供を産むのかを推計したもの。 

 

 

図表２－４－７ 合計特殊出生率の推移（全国・千葉県・木更津市） 

 
出典：千葉県「人口動態統計」 
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図表２－４－８ 合計特殊出生率の都市間比較（平成２６年の出生率が高い順） 

  

 出典：千葉県「人口動態統計」（太字は君津地域４市） 
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35位 佐 倉 市 1.19 1.19

36位 勝 浦 市 0.89 1.18

37位 鴨 川 市 1.45 1.14

38位 香 取 市 1.21 1.14

39位 富 津 市 1.06 1.14

40位 東 庄 町 1.04 1.14

41位 睦 沢 町 1.03 1.14

42位 銚 子 市 1.15 1.12

43位 八 街 市 1.11 1.12

44位 多 古 町 1.18 1.11

45位 芝 山 町 1.03 1.11

46位 山 武 市 1.08 1.10

47位 浦 安 市 1.11 1.09

48位 長 南 町 0.90 1.06

49位 九十九里町 1.06 1.04

50位 鋸 南 町 0.93 1.03

51位 酒 々 井 町 1.20 1.01

52位 栄 町 1.03 0.91

53位 長 柄 町 1.15 0.87

54位 御 宿 町 1.39 0.77

子育て世帯を対象とした「よい歯でモグモグ教室」 
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ウ）子育てに対する経済的不安 

「結婚・出産に関する意識調査」を基に、現在子供のいない人が、子供を生み育てる

ことに不安を感じていることを見たところ、上位３項目は、“経済的”な問題や不安で占

められています。【図表２－４－９】 

「子供はいない」人の回答 

第１位 食費や衣服など子育て費用がかかる（39.6％） 

第２位 高校・大学への進学費用が高い（34.3％） 

第２位 収入が不安定である（34.3％） 

 

 

図表２－４－９ 子供を生み育てることへの不安や問題（子供の有無・学齢別）※複数回答 

 

出典：木更津市「結婚・出産に関する意識調査」（平成 27 年） 

34.3

39.6

33.1

34.3

24.3

13.6

21.3

40.5

43.2

27.0

18.9

24.3

25.7

14.9

50.7

48.0

28.0

13.3

29.3

18.7

14.7

56.1

46.7

23.4

21.5

25.2

16.8

9.3

63.4

47.6

19.5

23.2

23.2

15.9

7.3

45.5

27.3

27.3

15.9

18.2

18.2

2.3

0 10 20 30 40 50 60 70

高校・大学への進学費用が高い

食費や衣服など子育て費用がかかる

子育ての精神的・肉体的負担が大きい

収入が不安定である

自分にとって仕事との両立が難しい

近くに子育てを助けてくれる人がいない

自分の年齢が高い

％

子供はいない（169件）
３歳未満の子がいる（74件）
３歳以上小学校入学前の子がいる（75件）
小学生の子がいる（60件）
中学生・高校生の子がいる（82件）
大学生等や社会人の子がいる（44件）
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エ）地域で助け合える環境の必要性 

「結婚・出産に関する意識調査」において、既婚者に親との同居・近居の希望をたず

ねたところ、「自分の親と近くに住みたい」割合が 67.5％、「配偶者の親と近くに住みた

い」割合が 37.9％で、特に近居に対するニーズの強さがうかがえます。近くに住むこと

で安心感を得たり、子育てや介護が必要になった場合にお互い助け合いがしやすい環境

が、住まいを選ぶうえで重視されています。【図表２－４－10】 

一方、同調査から既婚者のうち親と同居・近居していない人にとっては、子育てする

うえで、「近くに子育てを助けてくれる人がいない」（54％、全体平均 17％）という点が

最大の懸念事項となっています。 

 

 

図表２－４－10 親との同居・近居状況（既婚者） ※複数回答 

 
出典：木更津市「結婚・出産に関する意識調査」（平成 27 年） 

 

  

5.7

5.4

28.4

35.0

25.4

11.4

3.9

67.5

37.9

13.6

0 20 40 60 80

自分の親と同居したい

配偶者の親と同居したい

自分の親と近くに住みたい

配偶者の親と近くに住みたい

親とは同居・近居したくない

％

実際

希望
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④現状を踏まえた市の課題 

ア）雇用維持・拡大のための企業誘致や企業支援の促進 

「結婚・出産に関する意識調査」によると、市民が本市に住んでいる最大の理由が“勤

務先への通いやすさ”であり、同様に木更津市「社会移動に関する意識調査」（平成 27

年）によると、引越しを行う最大の理由が“自分の就職・転勤・転職”であるという結

果が示されました。 

このため、勤務先として選ばれる企業を市内に増やすことが、人口の増加に大きな貢

献をもたらすものといえます。 

現在、本市では、かずさアカデミアパーク、金田地区、インターチェンジ周辺地区に

おける誘致活動の強化（平成 26 年６月に「木更津市企業誘致方針」を制定）や、創業や

経営に関する相談や情報提供等を一元的に行う木更津市産業・創業支援センター「らづ

サポ」の設置（平成 27 年 10 月に、市が設置し木更津商工会議所が運営）など、さらな

る企業誘致・支援を強めているところです。このため、これらの取組が企業のニーズに

合うよう、市内交通網の改善や住環境の整備と合わせて、民間や県と連携した企業誘致・

支援体制を拡充することが課題となっています。 

また、市内の農林水産業は、競争環境の中での差別化や、安定した所得を確保するこ

とによる産業としての持続可能性を維持するため、生産物の高付加価値化や、定住促進

等による農村集落の活性化、農観連携によるアクアラインや圏央道等を活用した観光需

要の取り込みが課題となっています。 

 

 

イ）アクアラインや地域資源を活かした交流促進 

広域交通ネットワークの強化や、大型商業施設等の開業を受け、より多くの人が、よ

り気軽に本市を訪れることが可能になりました。１度訪れれば満足という観光地のあり

方ではなく、より多頻度に人々が訪れるようになることで、地元商業や観光産業の拡大

など地域経済への波及や、雇用の創造が期待されています。 

その効果を市域全体に波及させるため、市内の地域資源を効果的につなぎ多様な交流

を生み出すこと、そして、地域の持つ様々な魅力をより多くの人に伝えることが課題と

なっています。 

また、2020 年の東京オリンピック・パラリンピックの開催を控え、羽田空港と成田空

港からの高いアクセス性を活かした外国人観光客の集客可能性も高まっています。この

ため、観光資源の開発に取り組むことが大切です。 

 

 

ウ）学生に向けた本市の魅力発信 

市民の通勤・通学状況を見ると、通勤に関しては流出傾向が強い一方、通学に関して

は流入傾向が強いことが分かります。 

このため、周辺自治体から本市に通学する学生にとって、本市についてもふるさとで
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あることの意識を持ってもらうこと、そして将来的には本市に暮らしてみたいと思う人

が増えるよう、本市の歴史や文化、まちづくりに関わる機会を増やすことなどが課題と

なっています。 

また、就職先として市内企業を選ぶ学生が増えるよう、市内企業に関する事業紹介や

就労体験等を通じて、学生と市内企業をつなぐ機会を増やすことが大切です。 

 

 

エ）結婚や子育てに対する経済的不安の軽減 

結婚や子育てに共通する課題として、経済的不安の大きさがあります。 

具体的に、「結婚・出産に関する意識調査」から結婚に対する不安を見ると、「結婚後

の世帯収入が低いこと」や「挙式や生活準備など結婚費用がないこと」については、20

代を中心に男女共通の懸念事項となっています。【図表２－４－11】 

また、少子化への対応策として効果的と考える施策についても、経済的負担の軽減に

関する項目である「子供の健診や医療費にかかる費用負担の軽減」が第１位、「妊婦健診

や分娩にかかる費用負担の軽減」が第２位、「高校や大学等の進学にかかる費用の軽減」

が第４位と、それぞれ上位を占めています。【図表２－４－12】 

このため、経済的不安を少しでも解消できるよう、安定的な所得を確保するための雇

用環境の改善や、妊娠・出産・子育てに対する経済的支援に引き続き取り組む必要があ

ります。また、同調査の自由意見からは、不妊治療に対する経済的負担が大きいとの意

見も見られ、出産の希望をかなえるうえで治療費助成に対するニーズが高まっています。 

 

図表２－４－11 結婚に対する不安 ※複数回答 

 
出典：木更津市「結婚・出産に関する意識調査」（平成 27 年） 

40.0

21.5

33.8

1.5

12.3

12.3

12.3

4.6

1.5

13.8

3.1

43.1

10.8

27.7

20.0

15.4

10.8

10.8

10.8

9.2

18.5

3.1

0 10 20 30 40 50 60

結婚後の世帯収入が低い

自分の仕事が多忙である

挙式や生活準備など結婚費用がない

自分の実家から離れる

自分の仕事を続けられない可能性

自分の年齢が若い又は高い

自分に健康上の不安がある

相手の年齢が若い又は高い

その他

わからない

無回答

％

男性未婚者（65件）

女性未婚者（65件）
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図表２－４－12 少子化への対応策として効果的と考える施策 ※複数回答 

 

出典：木更津市「結婚・出産に関する意識調査」（平成 27 年） 

 

オ）ニーズの変化に合わせた保育サービスの提供 

前項の調査結果では、少子化への対応策として効果的と考える施策として、「保育所の

増設」や「保育時間延長や、夜間・休日の保育サービスの充実」の項目が上位に挙げら

れています。【図表２－４－12】 

これに対し、本市の保育環境に関して大きな変化が見られたのは、保育所入所待機児

童数の急増です。平成 26 年時点の待機児童数が７人であったのに対し、平成 27 年現在

の待機児童数は 65 人へと急増しており、この背景として、ファミリー世代が一部地域に

集中していることの影響がうかがえます。このため、本市の保育環境に関しては、質の

確保とともに、人口動態の変化に合わせて、量も確保することが重要な課題となってい

ます。【図表２－４－13】 

 

図表２－４－13 保育所入所待機児童数 

 
出典：千葉県（各年４月１日） 

参考：待機児童数が急減している千葉市については、新規園の設置や既存園の定員増加のほか、入所不承

諾児童に対する入所あっせん・調整などの取組の効果です。 

83.0

76.3

74.5

74.3

74.1

73.8

72.3

71.8

70.7

65.6

65.6

65.1

64.8

60.9

58.8

57.0

56.6

51.2

40.9

39.8

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

子どもの健診や医療費にかかる費用負担の軽減

妊婦健診や分娩にかかる費用負担の軽減

保育所の増設

高校や大学等の進学にかかる費用の軽減

保育時間延長や、夜間・休日の保育サービスの充実

産婦人科・小児科等の医療施設の充実

一時的な預かり保育の拡充

放課後の子どもが過ごす場（学童保育等）の充実

病児・病後児保育の充実

子どもの遊び場の充実

安価で良質な住宅の供給

企業に対する育児休業の取得促進

不妊治療に対する支援

子育てに関する情報提供や相談機会の充実

夫の家事・育児参加の促進・支援

塾や習い事の費用の軽減

地域住民が子育てを助ける仕組みづくり

子育てをする親同士の交流機会の充実

男女の出会いの場づくり

若者世代への妊娠・出産に関する教育・情報提供

％

（人）
木更津市 君津市 富津市 袖ケ浦市 千葉市 市原市

平成22年 0 0 0 1 324 82
平成23年 0 0 0 1 350 74
平成24年 3 4 0 2 123 79
平成25年 10 0 0 1 32 86
平成26年 7 0 0 1 0 43
平成27年 65 6 0 0 0 84
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カ）人々をつなげる仕掛けづくり 

実家の近くに住むことのニーズが高いことから、Ｕターン促進のための情報発信や、

街なか居住促進等によるファミリー世代の転入のきっかけづくり、高速バスターミナル

の整備充実等による通勤環境の改善などが課題となっています。 

一方、子育てを助けてくれる人が近くにいない人にとって、子育てするうえでの不安

や困りごとが解消できるよう、妊婦や親子の交流促進や、相談機会の周知など、孤立し

た子育てとならないよう地域で支える子育て環境の整備が求められます。 

 

 

キ）本市の魅力を活かした生活環境の整備 

「結婚・出産に関する意識調査」から、本市が住みやすいと思う割合を見ると、３歳

未満の子がいる人で 88％、３歳以上小学校入学前の子がいる人で 81％、小学生の子がい

る人で 84％（全体平均 79％）と、住みやすさに対しては高く評価されています。 

この住みやすさにつながる要因として、同調査から、子育て面で重視する住環境に対

する意見を見ると、「治安が良い」、「医療費補助など公的支援が充実している」、「自然豊

かな環境である」という点が上位に挙げられているほか、３歳未満の子がいる人にとっ

ては「産婦人科や小児医療施設が充実している」こと、小学校入学前の子がいる人にと

っては「子育て世代が多いこと」も重要な要因であることがわかります。【図表２－４－

14】 

このため、地域の安全を守るための体制整備、盤洲干潟をはじめとする自然環境の保

全など、本市の強みを活かしたまちづくりの展開が求められています。 

また、急速な高齢化に対応するためには、ファミリー世代にとって暮らしやすいだけ

ではなく、健康寿命を延伸することも大きな課題となっています。 

 

 

  

鳥居崎海浜公園 
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図表２－４－14 子育ての面で重視する住環境 ※複数回答 

 
出典：木更津市「結婚・出産に関する意識調査」（平成 27 年） 
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治安が良い

医療費補助など公的支援が充実している

自然豊かな環境である

公園など子供の遊び場が多い

地域で子育てを支援する仕組みがある

産婦人科や小児医療施設が充実している

子育て世帯が多い

放課後に子供たちが過ごせる場所がある

希望する保育所に入りやすい

高校に通いやすい

公立小中学校の学力レベルが高い

広い住宅に住める

習い事や塾などに通いやすい

％

３歳未満の子がいる（74件）

３歳以上小学校入学前の子がいる（75件）

小学生の子がいる（107件）



24 

３ 将来人口の推計及び分析 

（１）将来人口の推計結果の比較 

 

本市の将来人口については、次の３パターンを示します。【図表３－１－１】 

パターン１は、国立社会保障・人口問題研究所の推計に準拠したものです。平成 22 年

を基準年とし、平成 27 年頃には人口減少すると予測しています（実際は 2.9％の人口増）。 

パターン２は、基本構想（H26.3 改訂）の人口見込みです。将来の合計特殊出生率は、

平成 23 年の本市の出生率 1.47 に国立社会保障・人口問題研究所の将来出生率（低位推

計）の対前年度伸び率を乗じたものを用いています。移動率は、平成 20 年から平成 25

年までの高い移動率が 10 年間継続すると仮定しています。 

パターン３は、パターン２を基に、国の長期ビジョンにおける合計特殊出生率の仮定

値【平成 42（2030）年に 1.8、平成 52（2040）年には 2.07 程度まで上昇】に設定したも

のです。 

 

図表３－１－１ 将来人口 

 

 
出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 25 年 1 月推計）」 

注１）全パターン H22 は国勢調査の値。パターン３の H27 は住民基本台帳人口（1月 1日）の値。 

２）パターン１・２は H27 以降、パターン３は H32 以降が推計及び見込み。 
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（２）将来人口の分析 

 

パターン２では、平成 20 年から平成 25 年までの高い移動率が 10 年間継続すると仮定

した結果、平成 38 年をピークに減少に転じると見込んでいます。 

パターン３では、パターン２を基に、合計特殊出生率を国の仮定値に合わせる政策的

な要因を加味した結果、平成 52 年まで人口減少を抑制できると見込まれています。 

このことから、将来における人口減少を阻止するためには、「社会増加の継続」と「自

然増加への転換」を並行的に実現させる必要があります。 

このうち、社会増加に関しては、これまで転出抑制が大きく寄与してきましたが、交

通体系や商業環境について、利便性の向上が進んでいることから、新たな転入を促進す

る余地は大きいと考えます。 
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４ 人口の将来展望 

（１）めざすべき将来の方向 

 

本市は、アクアラインや圏央道の整備進展により、東京都心部や羽田空港への近接性

に加え、成田空港への交通利便性が向上しており、あわせて優れた居住機能や商業・教

育・文化等の都市機能がバランス良く展開しています。一方で、東京湾最大の自然干潟

や上総丘陵など、豊かな自然や里山・里海と共生することのできる環境を有しています。

また、古来より港町として栄えてきた本市には、古墳や神社仏閣等の建築物が点在する

ほか、その歴史的歩みを背景に育まれてきた文化が残っています。 

こうした、本市が有する強みや多様性、地域資源を活かした施策を展開するとともに、

自然との共生によって多様なライフスタイルを実現できるまちとして、訴求力のある情

報発信を行い、また、国の政策に呼応することにより、人口増加のトレンドの維持をめ

ざします。 

そのため、地方創生に向けたまちづくりを進めるため、次の３点を重点項目とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）将来人口 

 

人口ビジョンで見通す将来人口は、前項の３点の重点項目を達成し、かつ、将来の合

計特殊出生率が国の仮定値となるよう、平成 42 年に 1.8、平成 52 年に 2.07 へと上昇す

ることを前提にした将来人口を用います。 

この結果、市制施行 100 周年にあたる平成 54 年には、パターン３で示した 14 万５千

人程度の総人口が推計されます。 

 

①若い世代が安心して子育てできる環境を充実させ、出生率をさらに高め

ます。 

②雇用の創出と通勤・通学や生活の利便性を高め、若い世代の転出を抑制

します。 

③東京都心部に近接しながら豊かな自然と共生できる本市の強みを活かし

た、定住を促進します。 
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